指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所指定申請に必要な書類一覧（チェックリスト）

申請（開設）者名：　　　　　　　　　　　　　　　事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　
	
	提出書類
	様式等
	チェック項目

	□


	１ 指定地域密着型サービス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定申請書
	□　様式第１号

□　印鑑証明書


	□　使用する印鑑は、法務局に登録されている法人代表者印を使用しているか

□　印鑑証明書を添付しているか

□　申請（開設）者名称、代表者職氏名・住所が登記簿謄本と一致しているか

□　実施事業、事業開始予定年月日等が正しく記入されているか

□　事業所名称、所在地、電話番号が運営規程と一致しているか

· 記入担当者名が記入されているか

	□


	２ 小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定に係る記載事項
	· 付表３－１


	□　指定小規模多機能型居宅介護事業・指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業の実施について定めてある定款・寄附行為等の条項が記載されているか

□　管理者氏名、住所が管理者の経歴書と一致しているか

· 管理者が兼務する場合の記入がなされているか

· 登録定員は２９人以内か

□　通いサービスの利用定員は登録定員の二分の一から１５人（登録定員が２５人を超える場合にあっては、登録定員に応じて次の表に定める利用定員）までの範囲内か

登録定員

利用定員

２６人又は２７人

１６人
２８人
１７人
２９人
１８人
□　宿泊サービスの利用定員は通いサービスの利用定員の三分の一から９人までの範囲内か
□　介護従業者の勤務形態毎の人数が、勤務形態一覧表、運営規程と一致しているか

□　建物の構造概要の記載は適切か

□　登録定員及び利用定員は運営規程と一致しているか

□　介護老人福祉施設、介護老人保健施設等の連携施設の名称が記入されているか

□　協力医療機関の名称・診療科目が記載されているか

· 協力歯科医療機関の名称が記載されているか

	□


	３ 申請者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等


	· 申請者（開設者）の定款、寄付行為等の写し
	□　定款と登記簿謄本の商号、所在地が一致しているか

□　定款の目的欄に申請事業を実施する旨の記載があるか（変更される場合は、事前に県法人所轄担当課に相談ください。）

	
	
	· 法人登記簿謄本（原本）


	· 定款と謄本の目的欄が一致しているか

□　社会福祉法人、医療法人等で事業目的未登記の場合は、定款変更認可書が添付されているか

	□


	４ 従業者の勤務体制及び勤務形態並びに組織の体制


	· 添付書類１

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	□　管理者は常勤か

· 介護従事者の数が基準を満たしているか

・「夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯」に、通いサービスの利用者に対して、介護従事者が常勤換算方法で３：１以上

・介護従事者のうち１以上の者は常勤

・常に介護従事者が１人以上確保されている

・介護従事者のうち看護職員（看護師若しくは准看護師）が１人以上確保されている

· 計画作成担当者が基準を満たしているか

・計画作成担当者が配置されている

　・計画作成担当者は介護支援専門員である

□　管理者兼計画作成担当者兼介護従事者のように３つの役を兼務していないか　　

	
	
	· 組織体制図

（任意様式）
	□　同一法人において当該小規模多機能型居宅介護事業所以外に介護保険事業を実施している場合に、組織体制図が添付されているか（兼務関係が明確にわかるか）

□　他の事業所との兼務職員がいる場合に、他の事業所の勤務表が添付されているか

	
	
	· 参考様式１

雇用（予定）証明書
	□　開設（申請）者及び従業（予定）者の押印がなされた原本が添付してあるか

□　従事すべき業務の範囲は、兼務の場合全ての職種が記入されているか

□　従業（予定）者の住所・氏名は自筆署名となっているか

	
	５ 代表者、管理者及び計画作成担当者の経歴
	· 添付書類２-１

代表者経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴（認知症高齢者の介護経験又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験があるか）等が正確に記入されているか

□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか

	
	
	· 添付書類２-２

管理者経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴（３年以上認知症高齢者の介護経験があるか）等が正確に記入されているか

□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか

	
	
	· 添付書類２-３

計画作成担当者経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等が正確に記入されているか

· 申請時までの経歴が省略なく記載されているか

	
	
	· 研修修了証の写し


	· 代表者について、認知症対応型サービス事業開設者研修の修了証書の写しが添付されているか

· 管理者について、認知症介護実践者研修及び認知症対応型サービス事業管理者研修の修了証書の写しが添付されているか

□　計画作成担当者について、認知症介護実践者研修及び小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修の修了証書の写しが添付されているか

	□

	６ 事業所の設備及び備品等の状況

	· 添付書類３

事業所の平面図

（各宿泊室等の内法による面積を表記のこと。なお、面積は収納等を含めない有効面積。）


	□　建物を含めた敷地全体図が添付されているか

□　進入道路の幅員が記載されているか

□　「福岡県福祉のまちづくり条例」に準拠した設計となっているか

□　当該事業所で使用する箇所（宿泊室、居間、食堂、台所、風呂、トイレ等）及び備品の配置、面積がわかるように作成されているか

□　居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有しているか（参考：以前の基準3㎡×通い定員以上）
□　居間・食堂は同一室内でもよいが、それぞれの機能が独立できる広さは確保されているか

□　各宿泊室の内法による面積が基準を満たしているか（収納部分等を除いて7.43㎡（和室であれば4.5畳）以上）

□　事務室（スタッフルーム）はあるか

□　トイレの設備は身体障害者対応になっているか

	
	· 
	· 添付書類５

事業所（施設）の設備等に係る一覧表
	□　設備基準上配慮すべき設備の内容について実態に即して記入されているか

□　自動車検査証の写しが添付されているか

	
	
	· 事業所の写真


	○下記の写真が添付されているか

□　事業所の建物の外観

□　玄関　（□　エレベーター）

□　宿泊室

□　居間

□　食堂

□　台所

□　風呂

□　トイレ

□　事務室

写真はＡ４台紙に整理し（写真データを整理してプリントしても可。ただし、経年変化の少ない用紙及びインクを使用のこと）、上記平面図に撮影方向を明示してください。

	
	
	· 検査済証
	□　建築基準法における検査済証が添付されているか

□　建築物　

□　昇降機（エレベーター）

□　消防法における消防用設備等検査済証が添付されているか

	
	
	· 賃貸借契約書の写し
	□　指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業を提供する上で、適当な賃借期間（１０年以上）となっているか

	□
	７ 運営規程


	
	・以下の内容が具体的に記載されているか

□　事業の目的及び運営の方針

□　従業者の職種、員数及び職務内容

□　営業日及び営業時間

□　営業日は365日となっているか

□　営業時間を記載しているか

□　訪問サービスの営業時間は24時間となっているか

　□　指定小規模多機能型居宅介護及び指定介護予防小規模多機能型居宅介護の登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員

□　指定小規模多機能型居宅介護及び指定介護予防小規模多機能型居宅介護の内容及び利用料その他費用の額

□　利用料

□　宿泊代

□　食事代
　　　□　日常生活費

□　通常の事業の実施地域（宗像市全域）

□　サービス利用に当たっての留意事項

□　緊急時における対応方法

□　非常災害対策

□　その他運営に関する重要事項

　　　□　職員研修等の内容

　　　□　従業者の守秘義務　

　　　□　緊急やむを得ない場合に身体拘束等を行う際の手続き

□　運営推進会議の内容

	□
	８ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	· 添付書類７


	□　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口が設置されているか

· 事業所のスタッフから担当者が選任されているか

· 処理体制・手順が適切であるか

	□
	９ 当該申請に係る法人の資産の状況
	· 財産目録等


	□　法人の決算時に作成している決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）が添付されているか

	
	
	· 備品の一覧表


	□　当該事業で使用するベッド、食堂テーブル（椅子）、事務机、パソコン、ファクシミリ等の台数が明記されているか

	□
	10 事業計画及び収支予算
	· 事業計画書


	□　利用者に対してのサービス計画となっているか

※年間行事予定計画書の添付でも可。

	
	
	· 収支予算書


	□　事業開始予定日から１年間（月毎）の当該事業に関する収支予算書が作成されているか

□　収入金額（介護報酬）の算出根拠が明確に示されているか

□　支出金額（人件費）の算出根拠が明確に示されているか

	□
	11 損害賠償発生時に対応できることを証明する書類
	
	□　損害賠償保険証書の写し（手続き中の場合は、申込書及び領収書の写し）が添付されているか

□　自動車（任意）保険証書の写し等（手続き中の場合は、申込書及び領収書の写し）が添付されているか

	□
	12 協力医療機関との契約の内容
	· 協力医療機関との契約書の写し


	□　医療機関との契約書の写しが添付されているか

　□　夜間・休日等緊急時対応　

　□　入院対応

□　協力歯科医療機関との契約書の写しが添付されているか

	□
	13 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携体制及び支援の体制の概要
	
	· 協定書等により連携施設等との連携・支援体制が定められているか

□　夜間における緊急時の対応等のための連携・支援体制が整備されているか

□　その他参考事項

	□
	14 地域密着型介護サービス費の請求に関する事項
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書


	□　（別紙１）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表が添付されているか

□　介護給付費算定に係る体制等に関する届出に必要な添付書類は添付されているか（別紙チェックリストで確認）
· 別紙チェックリストは添付されているか

	□
	15 法第７８条の２第４項各号又は第１１５条の１２第２項各号に該当しないことを誓約する書面
	· 添付書類９-２

	□　偽りなく記載されているか

□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名を記載し、法人代表印が押印されているか

□　全ての役員等について記載されているか。押印されているか。（当該事業所の管理者も含められているか）
□　誓約書の日付が記載されているか
□　誓約書は両面コピーしているか
□　ホッチキスで２，３箇所綴じ、見開きのページに割印があるか

	□
	16 介護支援専門員の氏名等
	· 添付書類１０

当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧
	□　介護支援専門員登録証明書の写しが添付されているか

	□
	17 運営推進会議の構成員等
	· 添付書類１１

事業所運営推進会議
	□　運営推進会議の設置規則等が添付されているか

	□
	18 案内図（近隣見取り図）


	
	□　鉄道駅、小学校等目標となる所から事業所までの案内図が添付されているか

（パンフレット等を作成している場合はそれを添付）

	□
	19 申請に必要な書類一覧（チェックリスト）
	· 当該様式


	□　すべての項目と申請書類を確認してチェックを入れたか


＊書類の提出前に「指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所指定申請に必要な書類一覧（チェックリスト）」により漏れがないか確認の上、ご提出ください。
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